
2019年度 介護報酬改定について  

令和元年10月24日（木）10：00～・14：00～ 
ホテル千秋閣 7階 鳳の間 
介護保険課 給付係 



2019年度介護報酬改定について 



2019年10月改定の2つの柱 

（１）介護職員の更なる処遇改善の実施 

  （介護職員等特定処遇改善加算の新設） 

 

（２）消費税率の引上げ（8％→10％）への対応 

  ①介護報酬本体における単位数の上乗せ 

   →区分支給限度基準額の引上げ 

  ②補足給付（低所得に対する食費・居住費の軽減）の 

   上乗せ 

 

※今回の全体の改定率2.13％（処遇改善分1.67％、単位 

  数の上乗せ0.39％、補足給付分0.06％） 
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2019年度介護報酬改定について 



2019年度介護報酬改定について 



2019年度 介護保険報酬改定  

続いて、 
総合事業 基準緩和型訪問サービス事業所指定に係る説明となります。 

終 



介護予防・日常生活支援総合事業における
基準緩和型訪問サービス事業所指定 

に係る説明会      

令和元年10月24日（木）10：00～・14：00～ 

ホテル千秋閣 7階 鳳の間 

介護保険課 給付係・管理係 
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説明会の内容 
 
１．総合事業（基準緩和型訪問サービス） 
 
２．基準緩和型訪問サービス指定に係る 
  諸手続き 
 
３．その他の事項 



15 

１．総合事業 
  （基準緩和型訪問サービス） 



徳島市の現状と将来推計・・・・ 

年齢区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和7年度 

人口 254,515 252,984 251,385 242,211 

６５歳以上 72,380 72,976 76,853 78,748 

高齢化率 28.4% 28.8% 30.6% 32.5% 

認定者数 16,943 17,215 17,500 20,085 

認定率 22.6% 22.7% 22.8% 25.5% 

各年度とも10月1日現在の実績（推計） 
第7期徳島市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画より 

（１）人口率 

（２）認知症，ひとり暮らし高齢者 

平成27年度 令和2年度 令和7年度 

認知症高齢者数 11,072 13,449 15,750 

高齢者の一人暮らし世帯 13,835 15,495 16,469 

認知症高齢者数  平成27年国勢調査を基準とした将来人口推計を基に算出  
高齢者の一人暮らし世帯 国勢調査より 

16 

徳島市の人口 
252,984人 
令和元年10月1日現在 



徳島市の現状と将来推計・・・・（続き） 

（３）介護給付費 

年々増加 

年々高齢化率が上昇していくなか・・・・ 
今後、いかに担い手不足を解消して、元気な高齢者を増やすかが課題 

22,345,217千円 
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20,556,856千円 

12,817人 

13,032人 

14,322人 

13,548人 
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総合事業の概要 
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徳島市における総合事業の移行イメージ 

平成29年3月まで 平成29年4月から 
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サービスの類型（国ガイドラインから抜粋）① 
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サービスの類型（国ガイドラインから抜粋）② 
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本市における総合事業サービス 



総合事業 基準緩和型訪問サービスについて 

令和２年１月１日から 

 徳島市 総合事業 訪問型サービスＡとして・・・  

 「基準緩和型訪問サービス 」 を追加実施 
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平成２９年４月１日から 
 徳島市 総合事業 実施 



基準緩和型訪問サービスについて 

支援方法の考え方 

効果的に 

生活機能の向上を図ることができるよう、状態に踏まえたサービス提供 

・利用者の状態に応じ、有する能力を活用できるような支援 

・ＩＡＤＬにおける部分的な支援 

・気力により社会参加が難しい場合の見守り、声かけ等の支援 

・人や地域との関わりを増やすよう地域の行事、サロン、住民主体サービスや一般介護予防
事業等への参加 
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利用者の状態は・・・ 

・ＡＤＬは自立し、ＩＡＤＬにおいては援助があることで、日常生活を営むことができる者 
・近所程度は、一人で外出ができるが、外出に不安があったり、閉じこもりの生活をしている者 
・人との関わりが少ない者 
・社会参加が難しい者 

そのサービスとは・・・ 



基準緩和型訪問サービスの基本事項 

 ①要支援１・２の認定を受けた第１号被保険者 【第２号含む】 

 ②認定結果が非該当 

  基本チェックリストに該当した第１号被保険者 【第２号除く】 

 ③通所型短期集中介護予防サービスのみ利用を希望 

  基本チェックリストに該当した第１号被保険者 【第２号除く】 

 ※総合事業は①②③が対象、基準緩和型訪問サービスは①のみ対象 
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介護予防相当サービスと比べ基準を緩和したサービスは、内容や人員基準等を
緩和 

 利用者が居宅において、自立した日常生活を営むことができるよう、心身の状態、
地域の住民等による多様なサービスの利用を促進。自立のための生活支援によ
り、利用者の生活機能の維持や向上を目指す。 

概要 

事業の基本方針 

利用対象者 



総合事業のサービスの種類 

訪問型サービスについて 1/2 ※１単位10.21円 

サービス種別 総合事業において実施している 
指定訪問介護相当サービス 

サービス内容 訪問介護員等による身体介護、生活援助 

対象者と 
サービスの考え方 

要支援１．２の人 
要支援（介護）認定更新時に切れ目なく事業対象者となった人 

実施方法 事業所指定 

人員基準 旧介護予防訪問介護と同様 

設備基準 旧介護予防訪問介護と同様 

運営基準 旧介護予防訪問介護と同様 

単価  訪問 Ⅳ（週1回程度）267単位（回） 訪問 Ⅴ（週2回程度）271単
位（回） 訪問 Ⅵ（週2回超）286単位（回） 
※単位数  令和元年１０月１日に報酬改定時に変更 
※加算  初回加算・生活機能向上連携加算・介護職員処遇改 
       善加算・介護職員等特定処遇改善加算 
※減算  事業所と同一の敷地内等の建物に居住する利用者等 
       に対する減算100分の90 
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総合事業のサービスの種類 

訪問型サービスについて 2/2 ※１単位10.21円 

サービス種別 総合事業において新しく実施される 
基準緩和型訪問サービス 

サービス内容 従事者による生活援助 

対象者と 
サービスの考え方 

要支援１．２の人 
要支援（介護）認定更新時に切れ目なく事業対象者となった人 

実施方法 事業所指定 

人員基準 人員等を緩和した基準 

設備基準 指定訪問介護相当サービスと同様の基準 

運営基準 指定訪問介護相当サービスと同様の基準 

単価  訪問 Ⅳ（週1回程度）226単位（回） 訪問 Ⅴ（週2回程度）229単
位（回） 訪問 Ⅵ（週2回超）242単位（回） 
 
※加算  初回加算・介護職員処遇改善加算・介護職員等特定 
       処遇改善加算 
※減算  事業所と同一の敷地内等の建物に居住する利用者等 
       に対する減算100分の90 
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※加算は生活機能
向上連携加算はあ
りません。 

減算は同様。 
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要介護
１～５

要支援
１・２

非該当

基準緩和型訪問サービス

ケアプラン作成
（居宅介護支援事
業所）           .

ケアプランの作成
（地域包括支援センター）

介護サービス
を利用       .

介護予防サービスを利用  .
福祉用具貸与、             .
通所リハビリーテーション等

総合事業
○指定訪問介護相当サービス                       .
○基準緩和型訪問サービス(指定事業者による）  .

令和２年１月から 　　　　　　　　　　　    .
○指定通所介護相当サービス　　　　               .
○通所型短期集中介護予防サービス　　   　　　　.

○元気高齢者づくり事業

○一般高齢者生活機能
向上事業

○新規でホームヘルプ又はデイサービスを利用する方
○要介護・要支援認定の更新を迎えた方のうち右枠の対象
　　にならない方
○第２号被保険者（40～64歳）

○更新時に要支援１・２で介護予防訪問介護、介護予防
   通所介護（又は総合事業における同等サービス）のみ
   を利用していて、今後も同様のサービスを希望する方
○通所型短期集中介護予防サービスのみ利用を希望す
   る方

基本チェックリスト実施
徳島市介護保険課・高齢者福祉課

または
徳島市地域包括支援センター

要支援（介護）認定申請

総合事業
対象者

非該当
（自立）



サービス種別 
総合事業において実施される 

現行の介護予防訪問介護相当のサービス 

基準緩和型訪問サービス 

（緩和した基準によるサービス） 

サービス内容 
○旧介護予防訪問介護と同様のサービス 

 （身体介護、生活支援） 

○生活援助のみ 

 （老計第10号の通知に示されている生活援助） 

利用ケース 

○既にサービスを利用しているケースでサービスの継
続が必要な場合 

○身体介護が必要なケース 

○排泄・入浴介助等の身体介護が不要な場合 

実施方法 ○事業所指定（市） ○事業所指定（市） 

人員基準 

○管理者・・・常勤・専従1人 

○訪問介護員等・・・常勤換算2.5人以上 （介護福祉士、
介護職員初任者研修等修了者 など） 

○サービス提供責任者・・・常勤の訪問介護員等のうち、
利用者40人ごとに1人以上 （介護福祉士、実務者研修
修了者等） 

 

 

  

○管理者・・・専従1人 

○従事者・・・1人以上必要数（介護福祉士、介護職員初任
者研修等修了者または市が指定する研修受講者 など） 

○サービス提供責任者・・・従事者のうち、1人以上必要数
（介護福祉士、実務者研修修了者等） 

 

 

 ※管理者・従事者・サービス提供責任者の兼務可 

  （1人での事業実施が可能） 

設備基準 ○旧介護予防訪問介護と同様 ○旧介護予防訪問介護と同様 

運営基準 ○旧介護予防訪問介護と同様 ○旧介護予防訪問介護と同様 

訪問型サービスの基準 

訪問型サービスの基準及び単価について 

利用ケースは典型的な例であって利用者の希望により選択可能 
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基準緩和型訪問サービス単価設定の考え方 
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【84.6％】

 ○従事者要件に市実施研修修了者を追加する基準緩和を実施したので、介護予防訪問介護の報酬をベースにこれを反映させる。

 ○具体的には介護予防訪問介護の報酬のうち人件費相当部分について、初任者研修修了者の人件費を市実施研修修了者 （介護保険

　　制度上は無資格の介護職員） に置換する。

　【基準緩和型訪問サービスの費用計算 （週１回程度の月額報酬の場合）　】

③事務費相当分は基準を緩和していないから、そのまま。

徳島市における基準緩和型訪問サービスの単価

①報酬を人件費分と事務費分に分離

①人件費分（820単位）

（＝1,172×70％）

事務費用分（352単位）

（＝1,172×30％）

サービスごとの人件費と事務費の割合は

ガイドライン P107

②無資格介護職員の人件費に置換

人件費 （820単位） 78.0％ 置換後人件費 （640単位）

④合算する

置換後人件費

（640単位）

事務費分

（352単位）

◆訪問介護員の平均時給は1,230円。

主に無資格の介護職員で構成される通所介護事業所の平均時給は960円。

（いずれも平成30年度介護従事者処遇状況等調査参考第40表から）

◆無資格職員への置換で、人件費コストが78.0％ （＝960÷1,230）になる。

標準緩和訪問介護型サービスの費用

（992単位）



サービス種別 
総合事業において実施される 

現行の介護予防訪問介護相当のサービス 

基準緩和型訪問サービス 

（緩和した基準サービス） 

単価 

 

○１回当たりの報酬単価を設定 

 

 

週1回程度         267単位／回 

    月4回超の場合 1,172単位／月 

週2回程度         271単位／回 

    月8回超の場合 2,342単位／月 

週2回超           286単位／回 

   月12回超の場合 3,715単位／月 

 

加算・減算 

①初回加算          200単位／月 

②生活機能向上連携加算 100単位／月  

                  200単位／月 

③介護職員処遇改善加算 あり 

④介護職員等特定処遇改善加算 あり 

⑤事業所と同一の敷地内等の建物に居住する利用者
等に対する減算・・・100分の90 

○1単位の単価は現在の地域別単価と同額（10.21円） 

 

○１回当たりの報酬単価を設定 

○有資格者（訪問介護者等）と無資格者との賃金水準
の差に着目し、単価を約15％減額 

週1回程度         226単位／回  

     月4回超の場合 992単位／月 

週2回程度         229単位／回 

    月8回超の場合 1,981単位／月 

週2回超           242単位／回 

   月12回超の場合  3,143単位／月 

 

加算・減算 

①初回加算          200単位／月 

②生活機能向上連携加算 なし 

③介護職員処遇改善加算 あり 

④介護職員等特定処遇改善加算 あり 

⑤事業所と同一の敷地内等の建物に居住する利用者
等に対する減算・・・100分の90 

○1単位の単価は現在の地域別単価と同額（10.21円） 

訪問サービスの単価比較表 
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総合事業のサービスコード 

サービス種類 
サービス 

コード 

平成２７年４月以降に介護予防訪問介護の指定を受けている事業所 
（徳島市から新規に指定を受ける事業所） 

A2 

令和２年１月以降に基準緩和型訪問の指定を受けている事業所（徳
島市から新規に指定を受ける事業所） 

A2 

平成２７年４月以降に介護予防通所介護の指定を受けている事業所 
（徳島市から新規に指定を受ける事業所） 

A6 

介護予防ケアマネジメント 
 

AF 
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基準緩和型訪問サービスコード表と単位数マスタについて 

令和元年12月上旬に徳島市ホームページに掲載します。 
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令和元年12月上旬に徳島市ホームページに掲載します。 
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基準緩和型訪問サービスコード表 
徳島市介護予防・日常生活支援総合事業　（基準緩和型訪問）サービスコード表

訪問型独自サービスⅠ／２ 992 １月につき

訪問型独自サービスⅠ／２・同一 892

訪問型独自サービスⅠ／２日割 33 １日につき

訪問型独自サービスⅠ／２日割・同一 30

訪問型独自サービスⅡ／２ 1,981 １月につき

訪問型独自サービスⅡ／２・同一 1,783

訪問型独自サービスⅡ／２日割 65 １日につき

訪問型独自サービスⅡ／２日割・同一 58

訪問型独自サービスⅢ／２ 3,143 １月につき

訪問型独自サービスⅢ／２・同一 2,801

訪問型独自サービスⅢ／２日割 102 １日につき

訪問型独自サービスⅢ／２日割・同一 92

訪問型独自サービスⅣ／２ 226 １回につき

訪問型独自サービスⅣ／２・同一 203

訪問型独自サービスⅤ／２ 229

訪問型独自サービスⅤ／２・同一 206

訪問型独自サービスⅥ／２ 242

訪問型独自サービスⅥ／２・同一 217

訪問型独自短時間サービス／２ 140

訪問型独自短時間サービス／２・同一 126

訪問型独自サービス特別地域加算 １月につき

訪問型独自サービス特別地域加算日割 １日につき

訪問型独自サービス特別地域加算回数 １回につき

訪問型独自サービス小規模事業所加算 １月につき

訪問型独自サービス小規模事業所加算日割 １日につき

訪問型独自サービス小規模事業所加算回数 １回につき

訪問型独自サービス中山間地域等提供加算 １月につき

訪問型独自サービス中山間地域等加算日割 １日につき

訪問型独自サービス中山間地域等加算回数 １回につき

訪問型独自サービス初回加算／２ 200 １月につき

訪問型独自サービス処遇改善加算Ⅰ／２

訪問型独自サービス処遇改善加算Ⅱ／２

訪問型独自サービス処遇改善加算Ⅲ／２

訪問型独自サービス処遇改善加算Ⅳ／２ (4)介護職員処遇改善加算（Ⅳ）                                             (3)で算定した単位数の　90％

訪問型独自サービス処遇改善加算Ⅴ／２ (5)介護職員処遇改善加算（Ⅴ）                                             (3)で算定した単位数の　80％

訪問型独自サービス特定処遇改善加算Ⅰ／２

訪問型独自サービス特定処遇改善加算Ⅱ／２

                                                                               所定単位数の5％加算

                                                                               所定単位数の5％加算

                                                                               所定単位数の5％加算

ヌ 介護職員等特定処遇改善加算 (1)介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）                                             所定単位数の63/1000 

事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者20人以上にサービスを行う場合90％

(2)介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）                                             所定単位数の42/1000 

事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者20人以上にサービスを行う場合90％

特別地域加算
                                                                                所定単位数の15％加算

                                                                                所定単位数の15％加算

(2)介護職員処遇改善加算（Ⅱ）                                                       所定単位数の100/1000 

(3)介護職員処遇改善加算（Ⅲ）                                                       所定単位数の55/1000 

事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者20人以上にサービスを行う場合90％

事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者20人以上にサービスを行う場合90％

                                                                                所定単位数の15％加算

                                                                                 所定単位数の10％加算

                                                                                 所定単位数の10％加算

                                                                                 所定単位数の10％加算

事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者20人以上にサービスを行う場合90％

                                                                                                        200単位加算

リ 介護職員処遇改善加算 (1)介護職員処遇改善加算（Ⅰ）                                                       所定単位数の137/1000 

事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者20人以上にサービスを行う場合90％

サービス内容略称 算定項目 合成単位数 算定単位

事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者20人以上にサービスを行う場合90％

事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者20人以上にサービスを行う場合90％

事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者20人以上にサービスを行う場合90％

事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者20人以上にサービスを行う場合90％

事業対象者（予防相当）・要
支援１・２（週2回程度）65単
位

事業対象者（予防相当）・要
支援２（週2回を超える程度）
3 ,143単位

イ 訪問型サービス
費（独自）（Ⅰ）

ロ 訪問型サービス
費（独自）（Ⅱ）

事業対象者（予防相当）・要
支援２（週2回を超える程度）
242単位※１月の中で全部
で９回から１２回まで

事業対象者（予防相当）・要
支援１・２（20分未満）140単
位※１月につき２２回まで

事業対象者（予防相当）・要
支援１・２（週2回程度）229
単位※１月の中で全部で５
回から８回まで

事業対象者（予防相当）・要
支援１・２（週1回程度）992
単位

事業対象者（予防相当）・要
支援１・２（週1回程度）33単
位

事業対象者（予防相当）・要
支援１・２（週2回程度）
1 ,981単位

チ 初回加算

ハ 訪問型サービス
費（独自）（Ⅲ）

ニ 訪問型サービス
費（独自）（Ⅳ）

ホ 訪問型サービス
費（独自）（Ⅴ）

ヘ 訪問型サービス
費（独自）（Ⅵ）

ト 訪問型サービス
費（独自）（短時間
サービス）

事業対象者（予防相当）・要
支援２（週2回を超える程度）
102単位

事業対象者（予防相当）・要
支援１・２（週1回程度）226
単位※１月の中で全部で４
回まで

中山間地域等における小規模事業所加算

中山間地域等に居住する者へのサービス提供加
算



項目 内容 

2-0 サービス準備等 

2-0-1 健康チェック 

2-0-2 環境整備 

2-0-3 相談援助、情報収集・提供 

2-0-4 サービスの提供後の記録 

 

 

 

2-1 掃除 居室内やトイレ、卓上等の清掃、ゴミ出し、準備・後片づけ 

2-2 洗濯 
洗濯機または手洗いによる洗濯、洗濯物の乾燥（物干し） 

洗濯物の取り入れと収納、アイロンがけ 

2-3 ベッドメイク 利用者不在のベッドでのシーツ交換、布団カバーの交換等 

2-4 衣類の整理・被服の補修 
衣類の整理（夏・冬物等の入れ替え等） 

被服の補修（ボタン付け、破れの補修等） 

2-5 一般的な調理 
配膳、後片づけのみ 

一般的な調理 

2-6 買い物・薬の受け取り 
日常品等の買い物（内容の確認、品物・釣り銭の確認を含む） 

薬の受け取り 

・生活援助とは、身体介護以外の訪問介護であって、掃除、洗濯、調理などの日常生
活の援助（そのために必要な一連の行為を含む）であり、利用者が単身、家族が障害・
疾病などのため、本人や家族が家事を行うことが困難な場合に行われるものをいう。
（生活援助は、本人の代行的なサービスとして位置づけることができ、仮に、介護等を
要する状態が解消されたとしたならば、本人が自身で行うことが基本となる行為である
ということができる。） 

（参考）生活援助の内容 
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サービス種別 総合事業における実施している 
旧来の介護予防通所介護相当サービス 

サービス内容 旧介護予防通所介護と同様のサービス 

対象者と 
サービスの考え方 

要支援１．２の人 
要支援（介護）認定更新時に切れ目なく事業対象者となった人 

実施方法 事業所指定 

人員基準 旧介護予防通所介護と同様 

設備基準 旧介護予防通所介護と同様 

運営基準 旧介護予防通所介護と同様 

単価  事業対象者・要支援１  1,655単位 ← 1,647単位  
 事業対象者・要支援2  3,393単位 ← 3,377単位  
 
 ※令和元年１０月１日に報酬改定時に変更 

 ※加算  生活機能向上グループ活 動加算、運動機能向上加  
        算、栄養改善加算、口腔機能向上加算、選択的  
        複数サービス実施加算、事業所評価加算、サービス 
        提供体制加算、生活機能向上連携加算、栄養スク 
        リーニング加算、介護職員処遇改善加算、介護職員 
        等特定処遇改善加算 

通所型サービスについて 1/2 

総合事業のサービスの種類 

※１単位10.14円 
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総合事業のサービスの種類（通所型サービス） 

通所型サービスについて 2/2 

サービス種別 通所型サービスC 
（短期集中予防サービス） 

サービス内容 生活機能を改善するための運動器の機能向上や栄養改善等の 
プログラム（３カ月１クールの短期間で実施） 

対象者と 
サービスの考え方 

要支援１、２の人及び全ての事業対象者のうち、 
ADLやIADLの改善に向けた支援が必要なケース 等 

実施方法 委託 （サービス提供者は保健・医療の専門職） 

人員基準 内容に応じた市の独自基準 

設備基準 内容に応じた市の独自基準 

運営基準 内容に応じた市の独自基準 

単価 実績に応じ、委託料として市から事業所へ直接支払。 
※１回あたり1,700円程度 
※利用者負担は基本的に無料 
※送迎費のみ自己負担（300円程度） 
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（１）基準緩和型訪問サービスは給付管理の対象 
  となります。 
    基準緩和型訪問サービスは支給限度額の対象となるため、国保連への請求が 
   あります。 

（２）高額介護などの対象となります。 
   高額介護予防サービス費事業を始めとした、各種助成事業の対象となります。 

（３）他市町村の方の利用について 
   基本的に他市町村の方の利用はできません。 

     市外在住の方が徳島市から指定を受けた事業所を利用する場合は、その利用 
    者の市町村から指定を受ける必要があります。 
    ただし、その方が住所地特例者の場合は、徳島市のみの指定で受け入れること    
      ができます。 

注意事項 
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・高齢化率と介護給付費の増大・・・ 
・緩和型サービスの種類が少ない・・・ 
・担い手として活躍できる場が少ない・・・ 

緩和型サービス事業の活性化！ 

地域のニーズに応じて、多様な主体による、多様なサービスを整備し、 
高齢者の介護予防を推進していく必要性 

柔軟な単価設定により、増大する介護保険事業費を抑制 

介護予防を目的とした利用者の受け皿となるサービスを拡充したい！ 
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２．基準緩和型訪問サービス指定に係る 
  諸手続き 
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⑴ 人員、設備及び運営の基準について 
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基準緩和型訪問サービスの基準（単独でサービスを提供する場合） 

人員基準 ①管理者：専従１人 
     （ただし、業務上支障がない場合に限り他の職を兼務可能） 
 

②従事者：１人以上で適正なサービスの提供に必要と認められる数 
 ※必要な資格等 
  ⑴ 介護福祉士 
  ⑵ 実務者研修・初任者研修・生活援助従事者研修を修了した者 
  ⑶ 【旧】基礎研修課程を修了した者 
  ⑷ 【旧】訪問介護員１級・２級・３級養成研修課程を修了した者 
  ⑸ 看護師・准看護師・保健師 
  ⑹ 市の指定する研修を修了した者 
 

③サービス提供責任者：常勤の従事者のうちから１人以上 
 ※必要な資格等 
  ⑴ 介護福祉士 
  ⑵ 実務者研修を修了した者 
  ⑶ 【旧】介護職員基礎研修課程を修了した者 
  ⑷ 【旧】訪問介護員１級養成研修課程を修了した者 
  ⑸ 看護師・准看護師・保健師 

設備基準 
運営基準 

指定訪問介護相当サービスと同様の基準 
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基準緩和型訪問サービスの基準（訪問介護・訪問介護相当サービスと
一体的にサービスを提供する場合） 

人員基準  訪問介護・訪問介護相当サービスの基準に適合することで、基準緩和
型訪問サービスの基準にも適合しているとみなします。 
 具体的には次のようになります。 
 
①管理者：常勤の専従１人 
     （ただし、業務上支障がない場合に限り他の職を兼務可能） 
 

②訪問介護員：常勤換算方法で２．５以上 
 ※訪問介護員の資格要件を満たさない従事者（市の指定する研修を 
  終了しただけの者など）はこの常勤換算の算定に含めない。 
 ※必要な資格等 
  ⑴ 介護福祉士 
  ⑵ 実務者研修・初任者研修・生活援助従事者研修を修了した者 
  ⑶ 【旧】基礎研修課程を修了した者 
  ⑷ 【旧】訪問介護員１級・２級養成研修課程を修了した者 
  ⑸ 看護師・准看護師・保健師 
 

③サービス提供責任者：常勤の訪問介護員のうちから１人以上 
 ※必要な資格等 
  基準緩和型サービスと同様 

設備基準 
運営基準 

指定訪問介護相当サービスと同様の基準 



基準緩和型訪問サービスの従事者になるための研修 

「市が指定する研修を修了した者」 とは、一定の研修を受講し
た者です。 

徳島市介護予防・日常生活支援総合事業の人員、設備及び
運営に関する基準等を定める要綱  「第４４条第１項」 に記
載 

一定の研修とは？ 
48 

根拠法令 

従事者 



研修の実施方法等 

①研修の主体等 

各事業所が実施する。 （事業所職員等が講師をする。） 

②講師の要件 

講師の要件は、次のいずれかに該当する者 
 ・介護福祉士 
 ・介護支援専門員 
 ・主任介護支援専門員 
 ・保健師 
 ・看護師 
 ・指定訪問介護事業所の管理者又はサービス提供責任者 
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 講義形式とし、介護職員初任者研修用のテキスト
等を参考に、６～８時間を目安に実施すること。 

 なお、各カリキュラム内の時間配分については、内
容に偏りがないよう十分留意すること。 
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③実施方法 



研修の項目・目的は、介護職員初任者研修のカリキュラムの中から、
最低限必要な項目等は、以下のとおり 
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科　　目 内　　容

介護・福祉サービスの
理解と医療との連携

介護保険制度 介護保険制度の目的、サービス利用
の流れ等その概要のポイントを理解
する

人権と尊厳を支える介護

自立に向けた介護

高齢者に伴うこころとからだの
変化と日常

高齢者と健康

認知症を取り巻く状況

医学的側面から見た認知症
の基礎と健康管理

認知症に伴うこころとからだの
変化と日常生活

家族への支援

３．認知症に対す
る理解

研修項目
介護職員初任者研修カリキュラム

研修の目的

１．介護保険制度
に対する理解

介護における尊厳の保
持・自立支援

利用者の尊厳のある暮らしを支えると
ともに、自立支援・介護予防サービス
提供に当たっての基本的視点等を理
解する。

２．高齢者に対す
る理解

老化の理解 加齢・老化に伴う心身の変化や高齢
者に多い疾病の種類等について理解
する。

認知症の理解 認知症の概念、認知症の人の生活障
害、心理・行動の特徴など、認知症に
ついて正しく理解する。

④研修内容 



科　　目 内　　容

介護の役割、専門性と他職種
との連携

介護職の職業倫理

介護における安全の確保とリ
スクマネジメント

介護の安全

介護における尊厳の保
持・自立支援おけるコ
ミュニケーション技術

介護におけるコミュニケーショ
ン

介護におけるコミュニケーションの意
義・目的・役割等について理解する。

こころとからだのしくみと
生活支援技術

基本知識の学習
・介護の基本的な考え方

理論に基づく介護、法的根拠に基づく
介護など介護の基本的な考え方につ
いて理解する。

生活支援技術の学習
・生活と家事

家事と生活の理解、家事援助に関す
る基礎的知識と生活支援について理
解する。

研修項目
介護職員初任者研修カリキュラム

研修の目的

介護の基本 従事者に求められる役割や職業倫
理、職務におけるリスクとその対応策
等について理解する。

４．職務に対する
理解
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基準緩和型訪問サービスに関する内容は、説明会終了後に徳島市
ホームページに掲載します。 

トップページ＞健康・福祉＞介護＞徳島市介護予防・日常生活支援総合事業について 

⑥徳島市ホームページ 

⑤研修修了証 

事業者は、研修を修了した者に対して研修修了証を発行すること。 
（※研修修了証の様式 [  サンプル ] は、説明会終了後に徳島市ホーム
ページに掲載します。 
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⑵ 指定申請等の手続き 



55 

○ 事業開始予定日の１月前までに申請書を 
  提出をお願いします。 

指定申請の手続き① 
（指定に至るまで流れ） 

○ また、申請書提出前に事前連絡をお願い 
  します。 

○ 申請書の提出を受けた後、基準に適合す 
  るか、審査した後、指定の可否を決定します。 
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①指定申請書 
 

②付表 
 

③登記事項証明書の写し 
 

④運営規程 
 

⑤従事者の勤務体制及び勤務形態一覧表（勤務表） 
 

⑥管理者・サービス提供責任者の経歴書 
 

⑦資格者証の写し 
 ・介護福祉士登録証・必要とされる研修の修了証 など 
 

⑧事業所の平面図 
 

⑨事業所の外観、内部設備等の写真 
 

⑩誓約書 
 

⑪介護予防・日常生活支援総合事業費算定に係る体制等状況一覧表 
 

⑫その他 

指定申請の手続き② 
（申請に必要な書類） 



指定申請の手続き③ 
（運営規程等の記載について） 

【例１】 第１号訪問事業 
 

【例２】 訪問介護相当サービス及び基準緩和型訪問サービス 
 

事業の名称の記載例 

〇 運営規程、重要事項説明書及び契約書について、基準緩和型訪問 
 サービスの実施に係る規定を盛り込む必要があります。 
  事業の名称、従業者の職種（訪問介護員、従事者）、員数及び職 
 務内容、利用料などが対象になります。 
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従業者の職種、員数及び職務内容の記載例 

【例】 ・訪問介護員 ○人以上 
      身体介護及び生活援助を職務とする。 
    ・従事者 ○人以上 
      身体介護を伴わない生活援助のみを職務とする。 
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○ 指定の有効期間 
  ⇒ ６年間 

    ※ただし、既に訪問介護相当サービスの指定を併せて受けており、 
        かつ、当該サービスと一体的に提供している場合は、その当該 
        サービスの有効期間と同じ期間になります。 

更新申請の手続き 

○ 有効期間が満了する日の３月前までに指定更新の申 
 請をしてください。 

訪問介護相当サービス 

基準緩和型訪問サービス 

イメージ図 

H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06 R07 R08 

更 
新 
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 ○ 次の事項の変更があった場合は、変更届出書に必要書 
  類を添えて、原則10日以内に提出してください。 

① 申請者（法人）に関する事項 
 ・法人の名称、代表者の変更  など 
 

② 事業所に関する事項 
 ・事業所の名称、住所の変更  など 
 

③ 事業所の運営に関する事項 
 ・運営規程の変更 
 

④ 事業所の人員に関する事項 
 ・管理者、サービス提供責任者の交代  など 
 

⑤ 介護給付費の算定に関する事項（※前月15日までに提出） 
 ・減算、加算の算定開始又は算定中止 など 

変更等の手続き 

 ○ 事業の休止・廃止をする場合は、休止・廃止届出書を 
  １月前までに提出してください。 
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３．その他の事項 
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質問票について 
 本日の説明会、総合事業に関するご質問がありましたら、郵送、メール、ＦＡＸ
にて質問を受け付けます。所定の様式により、下記のとおり提出して下さい。 

○質問票様式   「総合事業質問票」のとおり（徳島市ホームページ掲載） 
 
○受付期限     令和元年１１月２２日（金） 
 
○回答公開     徳島市ホームページ上にて、 
             令和元年１２月中旬に順次公開します。 
 
トップページ＞健康・福祉＞介護＞徳島市介護予防・日常生活支援総合事業について 
 
○住所        〒770-8571 
             徳島市幸町2丁目5番地  徳島市介護保険課 給付係 
             

○アドレス         kaigo_hoken@city-tokushima.i-tokushima.jp 
 
○ＦＡＸ        088-624-0961 
             ※質問内容により、時間がかかる場合があります。 
 

mailto:kaigo_hoken@city-tokushima.i-tokushima.jp
mailto:kaigo_hoken@city-tokushima.i-tokushima.jp
mailto:kaigo_hoken@city-tokushima.i-tokushima.jp
mailto:kaigo_hoken@city-tokushima.i-tokushima.jp
mailto:kaigo_hoken@city-tokushima.i-tokushima.jp


トップページ＞健康・福祉＞介護＞徳島市介護予防・日常生活支援総合事業について 
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今後の連絡等について 

 今後、総合事業に関する事業者の皆様への連絡事項等につき
ましては、市ホームページ上にて連絡することを原則とします。 

 事業者の皆様は定期的にホームページの確認をいただきまして、
情報取得の漏れなどがないよう、ご注意願います。 

※事業所の指定・取消し等の通知に関しては、文書での対応となります。 



ご清聴ありがとうございました。 

総合事業における基準緩和型サービスの円滑な運営・実施に
向け、皆様方のご協力をよろしくお願い申し上げます。 
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